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平
成
21
年
度
決
算
状
況

　

平
成
21
年
度
の
一
般
会
計
決
算
額
は
、
歳
入
総
額
３
４
４
億
４
２
２
１
万

円
、
歳
出
総
額
３
４
１
億
９
０
２
０
万
円
と
な
り
、
歳
入
歳
出
の
差
し
引
き

額
か
ら
22
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
の
財
源
３
２
３
０
万
円
を
除
い
た
実
質

収
支
額
は
、
２
億
１
９
７
１
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

■
歳
入

　

歳
入
は
前
年
度
に
対
し
て
73
億
９
５

９
０
万
円
、
27
・
３
％
の
増
。
歳
入
は
、

市
税
や
使
用
料
、
手
数
料
な
ど
の
自
主

財
源
と
国
・
県
の
補
助
金
や
市
債
な
ど

の
依
存
財
源
に
分
け
ら
れ
ま
す
。
内
訳

は
、
自
主
財
源
が
２
３
５
億
５
８
１
４

万
円
で
構
成
比
68
・
４
％
、
主
に
市
税

が
９
億
１
８
９
７
万
円
の
大
幅
減
に
な

っ
た
こ
と
に
対
し
、
基
金
繰
入
金
が
増

加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
前
年
度
比
23
億

５
１
５
０
万
円
、
11
・
１
％
の
増
と
な

り
ま
し
た
。

　

ま
た
依
存
財
源
は
１
０
８
億
８
４
０

７
万
円
で
構
成
比
31
・
６
％
、
国
の
経

済
対
策
や
定
額
給
付
金
な
ど
に
よ
る
国

支
出
金
・
県
の
緊
急
雇
用
対
策
や
新
幹

線
新
駅
関
連
な
ど
の
県
支
出
金
の
増
加

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比
50
億
４
４
４

０
万
円
、
86
・
４
％
の
増
と
な
り
ま
し

た
。

■
歳
出

　

歳
出
は
前
年
度
に
対
し
て
72
億
８
５

２
１
万
円
、
27
・
１
％
の
増
。
経
費
の

内
訳
を
性
質
別
に
見
る
と
、
人
件
費
、

扶
助
費
、
公
債
費
の
義
務
的
経
費
が
１

０
２
億
９
６
０
０
万
円
で
構
成
比
30
・

１
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
人
件
費
は
職

員
の
給
与
カ
ッ
ト
な
ど
に
よ
り
前
年
度

よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
扶
助
費
、

公
債
費
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、
全

体
で
は
１
億
２
８
０
６
万
円
の
増
と
な

り
ま
し
た
。

　

投
資
的
経
費
は
49
億
９
３
４
０
万
円

で
構
成
比
14
・
６
％
、
前
年
度
比
27
億

５
３
１
２
万
円
、
１
２
２
・
９
％
の
増

で
す
。
投
資
的
経
費
と
は
、
主
に
公
共

施
設
を
整
備
す
る
た
め
の
費
用
で
、
平

成
21
年
度
は
道
路
・
街
路
な
ど
を
整
備

し
た
ほ
か
に
、
国
の
緊
急
経
済
対
策
に

よ
る
交
付
金
を
活
用
し
、
治
田
西
小
学

校
・
栗
東
中
学
校
耐
震
補
強
事
業
な
ど

を
実
施
し
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
経
費
は
１
８
９
億
80
万
円

で
構
成
比
55
・
３
％
、
土
地
開
発
公
社

貸
付
金
な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に

よ
り
、
前
年
度
比
44
億
４
０
３
万
円
、

30
・
４
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

本
市
の
将
来
負
担
比
率
は
平
成
21
年

度
決
算
で
３
０
９
・
３
％
と
な
り
ま
し

た
。
地
方
債
現
在
高
の
減
少
な
ど
に
よ

り
前
年
度
よ
り
18
・
６
ポ
イ
ン
ト
低
下

し
た
も
の
の
、
全
国
の
市
区
町
村
の
中

で
５
番
目
に
高
く
、
依
然
と
し
て
極
め

て
危
険
な
領
域
に
位
置
し
て
い
ま
す
。

こ
の
状
況
を
改
善
す
る
た
め
、
今
後
、

現
在
実
施
し
て
い
る
改
革
（
財
政
再
構

築
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
更
な
る
財
政
再
構
築

プ
ロ
グ
ラ
ム
）
に
加
え
、
現
在
策
定
に

取
り
か
か
っ
て
い
る
、（
新
）
集
中
改

革
プ
ラ
ン
を
策
定
・
実
行
す
る
中
で
、

収
支
均
衡
を
維
持
し
、
市
債
発
行
額
の

縮
減
な
ど
に
よ
っ
て
債
務
の
減
少
を
進

め
、
財
政
の
健
全
化
を
目
指
し
ま
す
。

●性質別歳出決算額
区　分 決算額 構成比

義務的経費 102 億 9,600 万円 30.1%
人件費 31 億 8,688 万円 9.3%
扶助費 33 億 6,560 万円 9.8%
公債費 37 億 4,352 万円 11.0%

投資的経費 49 億 9,340 万円 14.6%
普通建設事業費 49 億 9,340 万円 14.6%
災害復旧事業費 0 円 0.0％

その他の経費 189 億    80 万円 55.3%
計 341 億 9,020 万円 100.0％

●基金の現在高
財政調整基金 627 万円
減債基金 336 万円
東海道新幹線（仮称）びわこ栗
東駅建設等整備基金 3,946 万円

墓地公園等整備基金 2 億 8,806 万円
その他特定目的基金 2 億 1,121 万円
土地開発基金 6 億　123 万円
その他定額運用基金 1,540 万円

計 11 億 6,499 万円

※市民１人当たり 1万 7,997 円の現在高です。

■
基
金

　

基
金
に
は
、
年
度
間
の
財
源
の
不
均

衡
を
調
整
す
る
た
め
の
基
金
や
施
設
の

建
設
な
ど
特
定
の
目
的
の
た
め
資
金
を

積
み
立
て
る
基
金
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
新
幹
線
新
駅
の
建
設
や

墓
地
公
園
の
整
備
な
ど
の
資
金
に
充
て

る
た
め
の
基
金
を
設
置
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
21
年
度
末
の
基
金
の
現
在
高
は

次
の
と
お
り
で
す
。
合
計
で
11
億
６
４

９
９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
土
地
開
発

公
社
へ
の
貸
付
に
伴
い
新
幹
線
新
駅
建

設
等
整
備
基
金
を
取
り
崩
し
た
こ
と
な

ど
に
よ
り
、
20
年
度
末
と
比
べ
て
30

億
９
１
０
１
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し

た
。

（平成 21年度末現在）
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●市債の現在高
一 般 会 計 384 億 3,567 万円
土 地 取 得 特 別 会 計 26 億 1,509 万円
大津湖南都市計画事業栗東駅
前土地区画整理事業特別会計 2 億 4,460 万円

大津湖南都市計画事業栗東新都
心土地区画整理事業特別会計 6 億 7,281 万円

公共下水道事業特別会計 184 億 4,834 万円
農業集落排水事業特別会計 2 億 3,560 万円
水 道 事 業 会 計 20 億 7,792 万円

計 627 億 3,003 万円
※市民１人当たり 96 万 9,088 円の現在高です。

（平成 21年度末現在） ■
市
債

　

市
債
と
は
、
市
が
道
路
や
施
設
の
整

備
な
ど
を
行
う
場
合
、
国
や
金
融
機
関

か
ら
借
り
入
れ
る
お
金
の
こ
と
で
す
。

　

市
債
に
は
、
応
急
的
な
財
源
の
確
保

と
、
こ
れ
ら
の
施
設
を
利
用
し
て
い
く

「
将
来
の
市
民
の
皆
さ
ん
」
に
も
費
用

を
負
担
し
て
い
た
だ
く
と
い
う
世
代
間

の
公
平
性
を
図
る
と
い
う
機
能
が
あ
り

ま
す
。

　

平
成
21
年
度
末
の
市
債
の
現
在
高

は
、
次
の
と
お
り
で
す
。
合
計
で
６
２

７
億
３
０
０
３
万
円
と
な
り
、
平
成
20

年
度
末
と
比
べ
て
、
15
億
５
４
３
０
万

円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

●市の財産
基 金 11億6,499万円
土 地 978,990 ㎡
建 物 216,663 ㎡

●水道事業会計

収　入 支　出 差　引

収益的 11億9,723万円 11億6,202万円 3,521万円

資本的 1億6,550万円 6億6,331万円 ▲4億9,781万円

※資本的収入額が資本的支出額に不足する額▲
4億 9,781 万円は、当･過年度分損益勘定留保
資金などで補てんしました。

●特別会計

会　計　名 歳　入 歳　出

土 地 取 得 30億7,584万円 30億7,573万円

国 民 健 康 保 険 47億1,143万円 49億4,171万円

老 人 医 療 保 健 1,427万円 1,426万円

後期高齢者医療 3億5,618万円 3億5,217万円

介 護 保 険 20億1,700万円 19億9,804万円

墓 地 公 園 670万円  441万円

大津湖南都市計画事業
栗東駅前土地区画整理事業 9,672万円 9,505万円

大津湖南都市計画事業
栗東新都心土地区画整理事業 1億1,531万円 1億  534万円

公 共 下 水 道 事 業 29億6,726万円 29億6,046万円

農業集落排水事業 3,348万円 3,347万円

計 133億9,419万円 135億8,064万円

●一般会計

平成21年度　歳入総額
344 億 4,221 万円

平成21年度　歳出総額
341 億 9,020 万円
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市
で
は
毎
年
２
回
、
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
平
成
22
年
度
上
半
期
（
４
月
１
日
〜
９
月
30
日
）
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
平
成
22
年
度
も
年
間

を
と
お
し
て
、
目
的
ご
と
に
細
か
く
決
め
ら
れ
た
予
算
ど
お
り
に
事
業
を
計
画
的
に
進
め
て
い
ま
す
。

●特別会計執行状況

会　計　名 予算額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

土 地 取 得 2億1,397万円 17万円 0.1% 1億1,483万円 53.7%

国 民 健 康 保 険 51億1,525万円 16億8,897万円 33.0% 22億2,311万円 43.5%

老 人 医 療 保 健 202万円 1万円 0.5% 1万円 0.5%

後 期 高 齢 者 医 療 4億1,476万円 1億2,706万円 30.6% 1億4,278万円 34.4%

介 護 保 険 21億6,768万円 8億1,793万円 37.7% 8億3,966万円 38.7%

墓 地 公 園 501万円 730万円 145.7% 117万円 23.4%

大津湖南都市計画事業栗東駅前土地区画整理事業 9,278万円 167万円 1.8% 3,787万円 40.8%

大津湖南都市計画事業栗東新都心土地区画整理事業 1億4,342万円 997万円 7.0% 4,353万円 30.4%

公 共 下 水 道 事 業 26億4,227万円 4億6,234万円 17.5% 10億8,236万円 41.0%

農 業 集 落 排 水 事 業 3,186万円 123万円 3.9% 1,359万円 42.7%

計 108億2,902万円 31億1,665万円 28.8% 44億9,891万円 41.5%

※平成 21年度からの
　繰越事業費は含みません。

特別会計… 国民健康保険のように相互扶助を目的とした事業や、下水道のよう
に受益の程度に応じた事業は、原則として受益者たちが負担するお
金で運営するため、一般会計とは別の「特別会計」になっています。

●水道事業会計執行状況
予　算　額 収入・執行済額 収入・執行率

収　益　的
収　　入 12 億 2,660 万円 5億 8,218 万円 47.5%
支　　出 12 億 1,626 万円 4億 6,465 万円 38.2%

資　本　的
収　　入 1 億   354 万円 392 万円 3.8%
支　　出 4 億 2,418 万円 5,460 万円 12.9%

※水道事業会計は、民間会社のようにその事業の収入で支出を賄う独立採算の
企業会計です。収益的収支は、人件費や物件費など毎年必要な経費、資本的
収支は、新しい水道管の敷設などに必要な経費のことです。

■
安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
育
て
ら
れ

る
環
境
づ
く
り

・
子
育
て
を
総
合
的
に
支
援
す
る
相
談

窓
口
の
設
置

■
教
育
と
施
設
の
充
実

・
や
ま
の
こ
事
業
や
放
課
後
子
ど
も
教

室
推
進
事
業
な
ど
、
教
育
力
の
向
上

を
め
ざ
す
学
習
機
会
の
提
供

■
高
齢
者
・
障
が
い
者
・
ひ
と
り
親
家

庭
の
応
援

・
障
が
い
の
あ
る
人
の
地
域
生
活
へ
の
移

行
促
進
・
相
談
支
援
体
制
の
充
実
・
一

般
就
労
へ
の
移
行
支
援
、
在
宅
重
度
障

が
い
者
通
所
訓
練
事
業
の
施
設
整
備

■
生
活
環
境
保
全
と
防
犯
防
災

・
防
犯
の
ま
ち
づ
く
り
計
画
、
地
域
防
災
計

画
に
基
づ
き
総
合
的
な
取
り
組
み
を
実
施

■
地
域
活
力
の
創
生

・
企
業
・
工
場
誘
致
の
実
施

■
対
話
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

・
各
学
区
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の

管
理
運
営
・
支
援
や
自
治
ハ
ウ
ス
の

整
備
支
援

■
行
政
サ
ー
ビ
ス
向
上
と
経
費
削
減

・
新
た
な
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
を
策
定
中

■
風
格
都
市
栗
東
づ
く
り

・「
百
年
先
の
あ
な
た
に
手
渡
す
栗
東

市
景
観
計
画
」
を
活
用
し
て
の
景
観

づ
く
り
を
推
進

22
年
度
上
半
期
、
こ
ん
な
こ
と
を
実
施

（
具
体
的
施
策
抜
粋
）

平
成
22
年
度
（
上
半
期
）
予
算
執
行
状
況
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※平成21年度からの繰越事業費は含みません。

歳出

0 100 200 300

計

市債

諸収入

繰越金

財産収入など

県支出金

国庫支出金

使用料・手数料

分担金・負担金

地方譲与税など

市税

（億円）

125億6,922万円
73億4,010万円（58.4%）

10億4,620万円
6億111万円（57.5%）

2億7,532万円
9,252万円（33.6%）

10億2,564万円
4億1,480万円（40.4%）

28億3,368万円
12億2,515万円（43.2%）

12億9,122万円
2億7,389万円（21.2%）

11億2,824万円
8,394万円（7.4%）

1億4,188万円
2億1,971万円（154.9%）

88億6,028万円
32億5,073万円（36.7%）

13億2,260万円
0万円（0.0%）

304億9,428万円
135億195万円（44.3%）

歳入

議会費…議員報酬、議会運営費
総務費…庁舎維持管理費、地域振興事業費、土地開

発公社貸付金
民生費…老人福祉事業費、障がい福祉事業費、保育所運営費
衛生費…ごみ収集・処理経費、各種健診事業費
労働費…シルバー人材センター補助、勤労者福祉推進経費
農林水産業費…生産調整推進事業費、土地改良事業費
商工費…商工会補助、中小企業振興事業費
土木費…道路整備事業費、新幹線新駅建設等整備基金積立金
消防費…消防署負担金、消防団活動費、同報系防災行政無線設備運用費
教育費…幼稚園運営費、小・中学校運営費、さきら運営費
公債費…市債償還金
諸支出金…市たばこ税県交付金

市税…市民税、固定資産税、市たばこ税
地方譲与税など…地方譲与税、地方消費税交付金、
　　　　　　　　地方特例交付金
分担金・負担金…健診負担金、学校給食負担金
使用料・手数料…保育料、市営住宅使用料
国庫支出金…生活保護費負担金、児童手当負担金、
　　　　　　中学校大規模改造事業費補助金
県支出金…福祉医療費補助金、県税徴収委託金
財産収入など…土地売払収入、ＪＲＡ環境整備寄附金
繰越金…前年度繰越金
諸収入…預託金元金収入、福祉医療費高額療養費
市債…道路整備事業債、臨時財政対策債

主にこんなことに使っています 主にこんな収入があります

●一般会計執行状況
上段：

＜グラフの見方＞

下段：

予算現額 【22年度でこれだけのお金を予定しています】

【９月30日までにこれだけの
　　お金を収入・支出しました】

収入済額（収入率）
執行済額（執行率）

0 100 200 300

計

予備費

諸支出金

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

民生費

総務費

議会費

（億円）

1億7,543万円
8,205万円（46.8%）

73億8,416万円
55億235万円（74.5%）

71億1,243万円
26億2,517万円（36.9%）
16億6,911万円
5億3,728万円（32.2%）
7,293万円
4,374万円（60.0%）

3億5,866万円
1億8,896万円（52.7%）
2億5,943万円
9,887万円（38.1%）

58億789万円
35億441万円（60.3%）

6億2,755万円
3億7,234万円（59.3%）
28億7,031万円
11億6,961万円（40.7%）
39億1,338万円
16億5,251万円（42.2%）
2億3,300万円
1億2,824万円（55.0%）

1,000万円
0万円（0.0%）

304億9,428万円
159億553万円（52.2%）

　問合せ…財政課 ☎551-0100    554-1123FAX


